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昨年の世界経済は、米国のサブプライム住宅ローン問題による金融不安が起きたが、大幅に成長したBRICs諸国や堅調に推移した新興工業地域、欧州により牽引され、また、世界的需要拡大等もあり原油等国際商品相場が著しく上昇した。わが国経済は、中国、中東、欧州への輸出拡大により、景気拡大局面は減速気配を示しながらも継続し、安定成長となったが、個人消費への波及は依然進んでいない。化学業界は、原料高騰の影響を受けながらも、内外の堅調な需給に支えられ、生産、出荷とも前年比若干の増加で推移した。

今年は、内外調査機関が揃って世界経済の減速を予測しており、先進国を始め先行き不透明感が増し、また、わが国では円為替レート等金融情勢の変化に引き続き留意が必要となろう。世界の化学産業は、中東を始め新興工業諸国の発展が目覚ましく、需給情勢に変化が出始めるとみられる。そのような中、経済成長に重点を置く政府の諸施策に呼応し、省エネほか各種合理化を一層推進し、事業基盤強化を図ることで、わが国化学業界にとり実りある年となることを期待している。
我々化学業界が取組むべき課題は、化学品の安全に関して、今年行われる化審法改正審議にあたり、①社会の安全・安心を追求しつつ、一層の化学物質管理充実を目指す、②そのために、現行法の特長を活かし、化学物質のリスク評価と適正管理を、“規制”と“自主管理”の適切な組合せ及び行政と事業者双方による適切な役割分担の下で効率的に推進する、ことを基本方針に、あるべき化学物質政策の構築に向け対応していく。また、欧州で施行のREACHに各社が本格的に取組む中、日化協では対応体制を改編・強化した。サプライチェーン対応及び独占禁止法遵守を重要視し、ユーザー業界との連携を密にきめ細やかに対応するほか、従前同様、政府や海外関係団体等と連携し、制度の実効性確保に向け、欧州当局への意見具申等を行う等、最大限対応していく。

地球温暖化対策では、昨年環境自主行動計画を見直し、エネルギー原単位の基準年比20%改善を新たな努力目標と定め、加えて、業務・家庭部門でも本格的に取組んでいく。また、省エネ・環境保全技術の移転の促進により、新興工業国や途上国の省エネ、温室効果ガス排出抑制に貢献していくほか、イニシアティブを取って今後本格化する世界の化学産業界としての取組みをリードしていく。
その他、次世代育成事業の一環として、2010年の「国際化学オリンピック」日本開催に向け、持続的発展における化学の重要性を表す大会テーマ“Chemistry: the key to our future”も決定したが、産官学協力の下で準備を進めていくとともに、青少年の化学に対する興味や理解が一層進むよう努めていく。
地球の持続可能性に関わる諸課題が注目される現在、その解決に最も貢献できるのは“化学技術”の力であり、我々化学産業は、各企業が特色を活かした事業活動を行い、また積極的な対話を通し、化学物質・製品が安全に提供され、人々の快適で豊かな生活に役立っていることが広く社会に理解されるよう今後とも努力していく。
以上

